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１．はじめに 
下水道の普及に伴い、下水処理施設から排出される余剰汚泥は増加の一途をたどっている。余剰汚泥は、

主として下水中の有機物を基質にして増殖した微生物からなる。この増殖した微生物である余剰汚泥は、

自己酸化により一部が分解して減少するが、その自己酸化速度は遅く、余剰汚泥として取り除く必要があ

る。余剰汚泥の減容化処理方法として焼却、溶融等があるが、灰分に含まれる有害金属の溶出、過大なエ

ネルギー消費の問題がある。つまり排出された余剰汚泥の減容化は確立されておらず、増加し続ける余剰

汚泥の発生を抑制することが必要である。 
本研究では、余剰汚泥の発生を抑制する汚泥の可溶化に着目し、活性汚泥処理においての排出汚泥量の

抑制プロセスについて研究を行う。 
２．可溶化実験装置 
 汚泥の可溶化とは、溶解成分を増加させ、生分解性を高めることである。大量に処理できる方法として

ガラスビーズ破砕方法がある。従来の方法は横型円筒容器内で、汚泥とガラスビーズを共に撹拌羽根で高

速に撹拌することにより可溶化する方法である。1) この撹拌羽根型破砕装置を参考に、より効率的に汚泥

を可溶化する新たな容器回転型破砕装置を開発した。容器回転型破砕装置は横型円筒容器にガラスビーズ

と汚泥を詰め、容器をモーターにより回転させる。容器内部は、高さ 2cmの羽根が四枚ついており、ガラ
スビーズに対流が生じ、ビーズ間の衝突によってせん断力を発生させ、汚泥を可溶化する方法である。撹

拌羽根型破砕装置は撹拌羽根の回転速度が 3200rpm と高速回転するのに対して、容器回転型装置は容器
の回転速度が 125rpmであり、回転速度が少ない特徴がある。しかしながら、容器回転型破砕装置の単独
使用では消費電力が大きい。容器回転型破砕装置の処理時間を短縮して消費電力を抑えるため、容器回転

型破砕装置による処理の後、アルカリ処理を組み合わせて汚泥の生分解性を高める可溶化実験装置を作成

した。 
３．実験方法 
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活性汚泥処理において排出汚泥量抑制プロセスを解明するには、

除去された有機物負荷が汚泥に変化する量を把握しなければなら

ない。二次処理槽として、有効容量 40Lの回分式二次処理槽を使
用した。図１に実験フローを示す。投入基質として、市販されて

いる粉ミルクを水道水で希釈し、BOD濃度が 400mg/Lになるよ
うに調整した。二次処理槽の運転は標準活性汚泥処理法の運転条

件に合わせ設定し、表１に示す。表１の運転条件において可溶化

処理を行う運転として汚泥抑制運転と、可溶化処理を行わない運

転として対照運転を行った。 

図 1.実験フロー 
表 1.二次処理槽の運転条件 

 単位 条件 
BOD-SS負荷 kg/kg･日 0.2 
MLSS濃度 mg/L 2000 
処理水量 L 20.0 

曝気 時間 6 処理時間 
沈殿 時間 6 

可溶化処理は、今回作成した可溶化実験装置を用いた。予備実

験から効率的に溶解成分を増加させる条件として、容器回転型破

砕装置の運転は、回転速度 125rpm、20分間とし、アルカリ処理
は、容器回転型破砕装置による処理の後、水酸化ナトリウムによ

り pH12に調整して 1時間攪拌し、硫酸により pH7で中和した。
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このときの可溶化処理した汚泥は残留 MLSS 濃度が 50%になった。汚泥抑制運転時においては二次処理
槽に処理汚泥を戻すと 50%の残留 MLSS 濃度が槽内の汚泥増加に影響があると考えられるため、対照運
転時の汚泥増加量の２倍を可溶化処理し、二次処理

４．実験結果 
槽に返送して運転した。 
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図 2.汚泥抑制運転時における MLSS濃度変化 
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図 2 に汚泥
LSS濃度変化を示した。汚泥抑制運転時は処理
系からの余剰汚泥の引抜きを行っていない。図 2
より二次処理槽内のMLSS濃度は 2000mg/Lで安
定した。実際は可溶化処理のために二次処理槽内

は汚泥を引抜いているので、引抜後の二次処理槽

内の MLSS量からは増加していることになる。 
一般的に除去 BOD による汚泥転換率は大きく
化しない。2)  対照運転時における汚泥増加量
は MLSS 濃度 156mg/L であったことから、流入
水の除去 BODによる汚泥増加量は常にMLSS濃
度 156mg/L であり、MLSS 量で 6.25g と仮定す
ると、6.25g 以上の汚泥増加量は可溶化処理した
汚泥によるものである。図 3に可溶化処理した汚
泥の内訳と二次処理槽内の可溶化処理した汚泥に

よる汚泥増加量を示した。図 3より可溶化処理し
た汚泥は二次処理槽で処理されることにより減少

していることがわかる。また、残留 MLSS量と処
理汚泥による汚泥増加量を比較すると、1、3、5、
6 サイクルにおいて処理汚泥による汚泥増加量の
ほうが低い値を示した。これは残留 MLSS量が分
解されていることを示している。 
図 4に汚泥抑制運転時における処

図 3.処理汚泥の内訳と処理汚泥による汚泥増加量 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

サイクル数

M
L
S
S
量
（g
）

　　1　　　　　2　　　　3　　　　　4　　　　　5　　　　　6　　　　7

汚泥増加量残留MLSS量 溶解成分量

図 4.汚泥抑制運転時における処理水の濃度変化 
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を示した。BOD、TN、TP濃度は増加の傾向は
見られなかった。しかし、COD濃度に関しては、
徐々に増加し、7 サイクル目に 34.5mg/L に達し
た。これは残留 MLSS量が生物分解しにくい成分
を多く含んでおり、処理水の COD 濃度を上昇さ
せている。 
５．まとめ 
 可溶化処理

合、二次処理槽で処理されることにより減少する

ことがわかった。また、可溶化処理した汚泥の残留

れている。しかし、二次処理槽の処理水の COD 濃度を上昇させる結果となった。排出汚泥量抑制プロセ
スにおいて良質な処理水を確保するためには、処理水の COD濃度の上昇は問題である。 
排出汚泥抑制プロセスは、処理水の COD 濃度の軽減を再検討することが必要であるが
汚泥の発生を抑制する方法としての有効性が示せた。 
引用文献 
1)渋谷：物
2)平石：活性汚泥処理における余剰汚泥減容化の生物学的原理とその応用 環境技術 Vol.44 No.10


